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2020 年 8 月 11 日 

報道関係者各位 
慶應義塾大学 

Institution for a Global Society 株式会社 
 

 

ブロックチェーンによる学生の個人情報管理プラットフォームを共同開発

（STAR プロジェクト） 
 

 
  慶應義塾大学経済学部附属経済研究所 FinTEK センター（以下、FinTEK センター）（東京都港

区、センター長：中妻照雄）と Institution for a Global Society 株式会社（以下、IGS）（東京渋

谷区、代表取締役社長：福原正大）は、ブロックチェーンを用いた個人情報の管理・活用を実現

するシステム開発に関する共同研究「STAR（Secure Transmission And Recording）プロジェク

ト」を開始します。本プロジェクトは、「学生の個人情報を、学生自身の手に戻す」をテーマとす

る、参加企業との 3 年間の実証研究です。その目的は、（1）学生の個人情報提供における安全性

と透明性の確保、（2）学生と企業双方に有益な個人情報活用戦略の研究、（3）学生と企業のマッ

チング精度向上です。 
  本プロジェクトは一業種一社に限定し、20 社以上の参画を目指しますが、開始時点の参画企業

は、株式会社三菱 UFJ 銀行、SOMPO ホールディングス株式会社、住友生命保険相互会社です。

3 年間の研究期間の終了後もこのシステムを存続・発展させ、その後は一業種一社に限ることなく、

広く企業の参加を募ることを目指しています。 
 
  FinTEK センターは、フィンテックに関する学際的研究と教育を目的とする組織です。本セン

ターは、情報通信技術、暗号学、経済理論、データサイエンスなどを活用した先駆的研究を促進

するとともに、フィンテックが経済と社会に与える影響を実証的に分析し、適切な制度設計と経

済運営のための政策提言を行うことを目指しています。一方、IGS は教育・HR 領域において、多

様な評価指標の研究や評価ビッグデータの分析を通じて、学生と企業のマッチング支援を進めて

参りました。 
 
  STAR プロジェクトは、FinTEK センター、IGS と参画企業の三者による実証実験を通じて、

学生と企業を繋ぐプラットフォームの社会実装を目指します。 
 

1． 背景 
Society5.0 の時代、「ビッグデータ社会」において、企業戦略としてのデータ活用がますます重

要になる一方で、個人情報の不適切な利用に対する危惧から、世界的に個人情報に関する規制の厳

格化が進んでいます。欧州で General Data Protection Rule（GDPR）の施行が 2019 年度に始ま

り、データを個人の手に戻す仕組みの整備が進む一方で、日本では 2020 年 6 月に改正個人情報保

護法が公布されました。こうした動きに対応することが必須である一方、通年採用や新しい生活様

式に対応した選考への対応など、学生と企業のマッチングの新しい姿の模索も始まりました。この

ように企業には、個人情報保護とパーソナルデータ活用の両立が求められる一方で、大学にとって

は学生の個人情報を守りながら学生のキャリア支援を強化・改善することは責務です。これらの課

題に直面し、FinTEK センターと IGS は、これからのデータ活用のあり方の研究に積極的に取り組

む企業と共同研究を開始しました。ブロックチェーンを利用して、学生と企業にとってメリットの

ある新たなデータ活用戦略について実証実験を行い、学生と企業を繋ぐプラットフォームの社会実装

を目指します。 
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２．概要 
本システムは、ブロックチェーンのトレーサビリティ機能に、暗号技術などを組み合わせて個人

情報を保護することで、学生によるパーソナルデータの開示先、開示範囲、開示期限の自由かつ完

全なコントロールを実現します。また、学生自身が入力する情報に加えて、第三者からの評価情報

も入力可能にすることで、情報の信頼性や客観性の向上が期待できます。さらに、GDPR の「忘れ

られる権利」に対応し、学生が開示したパーソナルデータの消去も可能にすることで、学生と企業

が安心して利用できる環境を提供します。 
実証実験参画企業は、本システムを利用し個人情報保護に留意した上で、企業と学生のコミュニ

ケーションを促進するシステム運営方法について、実証研究を行います。 
 
本システムを利用する学生のメリット： 
・情報提供依頼があった複数の企業に対し、開示先・開示範囲・開示期間を自ら選択できる。 
・教員、先輩や友人など、周りの人からの客観的な評価を企業に開示できる。 
・開示不要となった記録を、消去できる。 
  
本システムを利用する企業のメリット： 
・これまで学生から得られなかった、学内外での評価や授業内での発言などのパーソナルデータを 

活用し、潜在的な優良人材を発見し、アプローチできる。  
・オンライン面接など、学生との接点が制限される環境において、学生のパーソナルデータを 
 活用することで、学生の能力や特徴を深く知ることができる。 
・個人情報の許諾作業や管理、廃棄が不要となる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

①学生の情報

を記録 
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３．今後の展開 
実証 1 年目： 
ブロックチェーン技術によって、学生の個人情報の秘匿性を担保しつつ、企業がデータを有効活

用する技術基盤を構築する。慶應義塾大学の学生を中心に、5,000 名以上の利用を想定。 
 

実証 2 年目： 
学内のサークルやゼミナール活動履歴、学外での活動を記録するアクティビティ要素を追加し、

ラーニングマネジメントシステムとの連携により、学生の学びや活動履歴を追加、学生が活発に情

報発信するデザイン・機能へと拡張する。 
慶應義塾大学の大半の学生と他大学５校以上の学生、10,000 名の利用を想定。 

 
実証 3 年目： 
慶應義塾大学の大半の学生の利用及び、他大学 10 校以上の学生 20,000 名による利用を想定し、

学生数の増加に耐えうるスケールアップを行い、パフォーマンスをさらに改良する。 
 
4 年目以降（実証実験終了後） 

実証研究参画企業以外の企業や他大学生の利用により、プラットフォーム化を目指す。 
 
４．共同研究に関する問い合わせ先 
 
慶應義塾大学経済学部附属経済研究所 FinTEK センター 
センター長 経済学部教授 中妻 照雄 nakatuma@econ.keio.ac.jp 

Institution for a Global Society 株式会社 ビジネス開発部/教育事業部 
担当 中里 忍 s.nakasato@i-globalsociety.com 

 
※ご取材の際には、事前に下記までご一報くださいますようお願い申し上げます。 
※本リリースは文部科学記者会、各社社会部等に送信させていただいております。 
・本リリースの配信元 
慶應義塾広報室（安延） 
TEL：03-5427-1541  FAX：03-5441-7640 
Email：m-pr@adst.keio.ac.jp     https://www.keio.ac.jp/ 

 

 

②学生の情報

を閲覧 


